
平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

戸籍謄抄本等の公的証明書等を必要とする市民ニーズに応える
対
象

市民

2 3 1 134 頁 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳事業

事
業
概
要

　○戸籍、住民基本台帳等管理事業
　　　・戸籍、住民基本台帳、印鑑登録等の記録の整備をし、証明を発行した。
       （戸籍謄抄本等 19,107件・住民票等 17,084件・戸籍附票 1,755件・身分証明書 541件・印鑑証明書（含再交付）12,963件・
        広域交付住民票 4件・住基カード70件・その他証明67件　　　合計 51,591件）
　　　・本人通知制度システムの導入（戸籍・住民票）
　
　○一般旅券発給事業
　　　・市民の申請に基づき旅券（パスポート）を発行した。(10年旅券　125件、5年旅券　211件他）

　○外国人登録事業
　　　・市内に居住する外国人の居住・身分事項を住民票に登録し、その記載内容を証明した。
　
　○人口動態調査事業
　　　・人口動態調査を行い県に報告した。

14,369 4,474 2経常
戸籍、住民基本台帳等管
理事業

戸籍謄抄本、住民票
等交付、本人通知制
度

委託料 19,905 18,843

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

経常 一般旅券発給事業 旅券交付等 備品購入費 381 368 176

10 3

192 3

経常 外国人登録事業 外国人の登録 役務費 12 10

経常 人口動態調査事業 人口動態調査 需用費 50 50 47 3 3

計 20,348 19,271 233 0 14,369 4,669
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

戸籍謄抄本などの公的証明書等を必要とする市民ニーズに応える

迅速丁寧な窓口対応 ｃ ｄ

数値 目標 ０件 目標 －

－

活
動
指
標

指標 a 不正取得件数 ｂ

成
果
指
標

指標名
戸籍・住民基本台帳等
への適切な記載と証明

目
標
年
度

－

指標の設定理由

数値

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

戸籍・住民基本台帳等へ
の適切な記載と証明 件

48,433 件 48,181 件

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

件 0 件 0 件

－ － －

51,591 件 不正取得
件数

件
0

100.0

－ －

－ － －

％ 100.0 ％ 100.0 ％

b
迅速丁寧な
窓口対応

－

a

うち経常経費 12,504 12,017 14,805 17,974

本人通知制度の市民への周知、及び社会保障・税番号制度は関係
課・関係機関と連携をとりながら市民への周知と事務の正確さに務め
る。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

53,454 14,839

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

本人通知制度登録者の拡大
及び社会保障・税番号制度の導入

県　　費 257 258 223 57

市　　債
財
源

国　　費 55 10 13

－

理由

19,271 17,974
前年並

c
－

－

課題 － －

－ －

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

11,748 14,369 17,627 通常業務を遂行するために必
要な経費であるため。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 38,644 40,188

事業の方向性 評価内容

一般財源 33,021 2,833 4,669 277

うち経常 203

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
目的達成のために適切な手段である
ため。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
事業内容の多くが法定受託事務のた
め。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査

8.22

36,726 36,661

期待したとおりの成果があがっている
ため。

法令等により、市が実施主体であるこ
とが定められている。

2

事業費に係る人役 9.00 9.22 8.28

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 20,121

継続 関係課と連携し、社会保障・税番号制度への適正な導入に努めること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

経常 国民年金事務取扱事業 受付・相談 役務費 1,206 1,127

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

1,127 3

事
業
概
要

　○国民年金事務取扱事業
　　　　・資格異動事務を行った…　　1,741件
　　　　・給付事務・被保険者から提出された書類の点検→年金事務所への進達を行った…　　625件
　　　　・免除申請の受付・処理→年金事務所への進達を行った…　1,838件
　　　　・年金制度の周知・広報等に掲載を行った…12回

　　　国民年金被保険者数　　第１号　4,178人　　任意加入者　40人　　第３号　1,615人　　計　5,833人　（20歳以上人口　　33,256人）
　　　　　（H２５年度末）
　　　国民年金受給者数　　新法　　老齢基礎　12,468人　　障害基礎　965人　　遺族基礎　85人　　　　　　　　　　　計　13,518人
　　　　　（H２５年度末）　　　旧法　　老齢　　　　1,383人　　　通算老齢　393人　　障害　　76人　　遺族　　13人　　 計　1,865人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合計　15,383人

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

国民年金事務取扱
対
象

20歳以上

3 1 3 150 頁 国民年金事務取扱費 国民年金事務取扱事業

計 1,206 1,127 1,127 0 0 0

53



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

1,127 341
増額

－ －

－ －

－

－

課題
c

－

a

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費 191 171 1,127 341

うち経常経費 191 171 600 341

・電話等で催告を実施。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

191 171

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －
・例年、障害年金受給者の現況届の期限内未提出者が多い。

受付
－

－

－ －

－ － －

－ －

b 相談
－

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

適切な取扱事務
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

－ －

－ － －

－

相談 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 －

－

活
動
指
標

指標 a 受付 ｂ

成
果
指
標

指標名 適切な取扱事務 目
標
年
度

－

指標の設定理由

国の法定受託事務で、市では受付・年金相談が主である
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

国の法定受託事務のため。

国の法定受託事務のため。

1.61

7,807 7,181

継続 適正かつ効率的な事務処理に努めること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源

うち経常

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 国民年金対象者のため。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 国の法定受託事務のため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 2.00 1.74 1.76

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 申請様式の統一化や電算化等
の電算システム改修が考えら
れるため。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 8,588 7,584
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

国民健康保険特別会計繰出事業

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

国民健康保険特別会計の財政安定化及び健全化のため、一般会計から国民健康保険特別会計へ
の繰出金

対
象

国民健康保険特別会計

3 1 6 156 頁 国民健康保険事業費

事
業
概
要

　
　○国民健康保険特別会計繰出事業
　　　　国民健康保険特別会計の財政安定化及び健全化のため、地方財政措置が講じられている。
　　　　一般会計から国保特別会計への繰出金

　　　　　・保険基盤安定繰出金　　                                    　198,833,614円
　　　　　・財政安定化支援繰出金　　                                     73,871,000円
　　　　　・事務費等繰出金　　　　　　                                      87,175,616円
　　　　　・出産育児一時金繰出金　                                     　10,040,000円
　　　　　・その他一般会計繰出金（乳幼児医療現物給付事業の影響分）　6,861,352円

149,125 227,657 3経常
国民健康保険特別会計繰
出事業

特別会計への繰出し 繰出金 389,659 376,782

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

計 389,659 376,782 149,125 0 0 227,657
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

国民健康保険特別会計の財政安定化と基盤強化
数値

ｃ ｄ

数値 目標 － 目標

－

活
動
指
標

指標 a 繰出金 ｂ

成
果
指
標

指標名
国民健康保険特別会計
の財政安定

目
標
年
度

－

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

国民健康保険特別
会計の財政安定

－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

億円 3.5 億円 3.7 億円

－ － －

－

平成30年度から県と市町村の共同運営が決定したが、国の財政的援
助の拡充が不可欠。

繰出金 億円
3.4

－

－ －

－ － －

－ －

b
－

うち経常経費 342,098 349,524 376,782 369,461

具体的な財政援助策についての国レベルでの議論を注視。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

342,098 349,525

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費 124,331 117,841 131,786 131,953

市　　債
財
源

国　　費 14,376 15,411 17,339 17,311

－

課題
c

－

a

376,782 369,461
前年並

－ －

－ －

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 86 87

事業費に係る人役 0.02 0.02 0.02

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 5,250 平成27年度に軽減制度が拡大
されたため

市　　債源
内
訳

継続
引き続き、国の動向に注視するとともに、国保財政の健全化に努めるこ
と。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 203,391 216,273 227,657 214,947

うち経常 203,391 216,273 227,657 214,947

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 国民健康保険繰出基準による。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 国民健康保険繰出基準による。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

0.02

89 89

国民健康保険繰出基準による。

市が保険者のため。
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

経常
後期高齢者医療療養給付
等事務事業

後期高齢者広域連合
への負担金

負担金補助
及び交付金

957,963 933,997

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

157,954 776,043 3

事
業
概
要

　○後期高齢者医療療養給付等事務事業
　　　　運営主体である大分県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者の保険料負担の緩和を図り、
　　　　財政基盤の安定に資す
　　　　職員1名（総務課配置）を大分県後期高齢者医療広域連合に派遣し事務等を行う

　　　　　・広域連合事務費負担金　　　　　　　  　27,997,720円
　　　　　・広域連合療養給付費負担金　　     　692,818,821円
　　　　　・後期高齢者医療特別会計繰出金　　　　1,720,326円
　　　　　・保険基盤安定繰出金　　　　　　        210,605,835円
　　　　　・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 853,649円
　

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

後期高齢者医療広域連合の財政の安定化を図る
対
象

大分県後期高齢者医療広
域連合

3 2 6 164 頁 後期高齢者医療事業費 後期高齢者医療療養給付等事務事業

計 957,963 933,997 157,954 0 0 776,043

臨時
老人保険医療給付費返還
事業

廃止
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

933,997 978,139
前年並

－ －

－ －

－

－

課題
c

－

a

理由

県　　費 154,642 153,784 157,954 158,939

市　　債
財
源

国　　費

うち経常経費 905,089 930,323 933,997 978,139

国の制度改正情報の収集。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

905,089 930,323

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －
後期高齢者保険料の軽減制度の見直し。

負担金 億円
6.9

－

2.1 億円 2.1 億円

－ － －

－ －

b 繰出金 億円
2.1 億円

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

広域連合の財政安定化
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

億円 7.2 億円 7.2 億円

－ － －

－

繰出金 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 －

－

活
動
指
標

指標 a 負担金 ｂ

成
果
指
標

指標名 広域連合の財政安定化 目
標
年
度

－

指標の設定理由

 大分県後期高齢者広域連合の財政の安定化を図る
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

後期高齢者医療制度上により。

後期高齢者医療制度上により。

0.02

89 89

継続 引き続き、国の動向に注視し、適切な対応を図ること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 749,383 776,539 776,043 819,200

うち経常 749,383 776,539 776,043 819,200

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 後期高齢者医療制度上により。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 後期高齢者医療制度上により。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 0.02 0.02 0.02

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 1,064 後期高齢者医療費は増加が見
込まれるが、保険料軽減制度
の見直しが予想されるため

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 86 87
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

食育推進事業

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

生活習慣病の予防など、市民一人ひとりが日常的に食生活を通して健康づくりに取り組むことがで
きる

対
象

市民

4 1 1 182 頁 保健衛生総務費

事
業
概
要

  ○食育推進事業・・・（対象：市民全員）第２次食育推進計画に基づく食育事業の推進

　○食生活改善事業・・・（対象：市民）食生活改善推進員の養成にあたり、生活習慣病について、病態や栄養等についてなど11回の講
　　習会を開催した。修了後は食生活改善推進協議会に加入し、市の健康づくり事業や市の委託事業を受け介護予防事業等の活動を
　　行った。

負担金補助

303 3経常 食育推進事業
食育講演会１回 140人
協議会２回
専門委員会２回

需用費 342 303

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

経常 食生活改善事業
講習会　11回
修了者　20名

負担金補助
及び交付金

335 300 300 3

計 677 603 0 0 0 603
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

食育計画に基づき、食育を推進するための事業を充実させていく
数値

講習会の開催回数 ｃ ｄ

数値 目標
5年間で50人会員を増や
す(１年に１０人）

目標 120回

－

活
動
指
標

指標 a
食生活改善推進員数

（単年度）
ｂ

成
果
指
標

指標名 食育の推進 目
標
年
度

－

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

食育の推進
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

人 14 人 19 人

－ － －

－

H２６年３月に第２次食育推進計画を策定。引き続き広く市民へ食育に
ついて啓発していく必要がある。

食生活改善
推進員数
（単年度）

人
18

196.0

128 回 125 回

120.8 ％ 106.7 ％ 104.2 ％

％ 224.0 ％ 262.0 ％

b
講習会の
開催回数

回
145 回

うち経常経費 866 877 603 639

食育関係各課からなる食育推進作業部会を中心に、関係機関の協力
を得、第２次食育推進計画の推進を図る。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

866 877

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費
Ｈ２６年３月に第２次食育推進
計画を策定した。今後は、食育市　　債

財
源

国　　費

－

課題
c

－

a

603 639
前年並

－ －

－ －

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 2,576 2,179

事業費に係る人役 0.60 0.50 2.47

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他

計画を策定した。今後は、食育
を市民運動として定着させるこ
とを目標に、庁舎内関係課及
び他機関とも連携を図り住民
組織活動を活用した事業を推
進する方向である。

市　　債源
内
訳

継続
引き続き、第2次食育計画に基づき、関係機関との更なる連携強化を図
り、効果的な事業実施に努めること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2

事業の方向性 評価内容

一般財源 866 877 603 639

うち経常 866 877 603 639

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
推進員を養成し講習会を開催してき
たが、食育を地域に普及している。今
後も養成や地域活動が必要。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
市の食育推進計画に沿って今後も取
り組む必要性が高い事業。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

2.02

10,956 9,009

今後も関係課と連携し、住民組織を
活用しながら事業の推進が必要。

国の食育基本法に従い、Ｈ２６年３月に第
２次食育推進計画を策定。今後、この計画
を基に食育推進を図る。
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

臨時 自殺対策事業
フォーラム8回（717名）
ゲートキーパー研修
(新規58名）

報酬 3,123 2,926

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

精神保健相談４１３件

2,896 30 3

事
業
概
要

○自殺対策事業
　　　・自殺予防・うつ予防等正しい知識の普及により市民自身が自殺対策のための気づき・つなぎ・見守りを高め、地域全体の意識の
      高揚を図り、自殺のない町を目指して、住みやすい地域をつくる。
　　（人材養成事業）
　　　・自殺対策連絡協議会・自殺対策委員会・自殺対策作業部会の開催
　　　・ゲートキーパー養成研修
　　（普及啓発事業）
　　　・こころをつなぐ仲間づくりフォーラムの開催（8会場）
　　　・ゲートキーパー手帳の作成
　　（電話相談事業）
　　　・豊後大野市こころのホットラインによる電話相談の実施
　
○精神保健相談事業
・精神障がい者の自立支援（回復、社会復帰）に向けての相談・訪問等の実施

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

精神障がい者が地域の中で安心して暮らせる環境づくり及び自殺者を減少させるための環境づくり
をおこなう

対
象

市民

4 1 1 182 頁 保健衛生総務費 精神保健事業

計 3,158 2,937 2,905 0 0 32

2 335 11 9臨時 精神保健相談事業
精神保健相談４１３件
訪問指導　　２６６件
電話相談　１，１３１件

需用費
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

2,937 986
前年並

％

80 ％ 75 ％

113.8 ％ 100.0 ％

－

93.8

課題
c

遺族支援実
施率

％
91 ％

a

理由

県　　費 1,878 2,572 2,905 308

市の重点課題としての位置付市　　債
財
源

国　　費

うち経常経費

普及啓発を引き続き行い、さらに身近な地域等で事業展開を行い、つ
なぎ合う地域づくりを目指す。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

3,460 2,575

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

自殺者は減少傾向にあるが、心の悩みを抱えている方は、多い。
壮年期死亡は減少傾向だが、高齢期は変わらない。

ゲートキー
パー受講数

人
462

102.7

59 回 67 回

148.5 ％ 178.8 ％ 203.0 ％

％ 109.1 ％ 122.0 ％

b
フォーラム・
講演回数

回
49 回

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

自殺者数の減少 人
11 人 10 人

目標 80% 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

人 491 人 549 人

－ － －

6 人

フォーラム・講演回数 ｃ 遺族支援実施率 ｄ

数値 目標 450人 目標 33回

－

活
動
指
標

指標 a ゲートキーパー受講数 ｂ

成
果
指
標

指標名 自殺者数の減少 目
標
年
度

－

指標の設定理由

豊後大野市は自殺者が多いため対策の強化を行う
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

自殺率の減少率は高かったが引き続
き評価する必要があるため。

民間団体の立ち上げは困難であり地
域づくりにつなぐ必要性あり。

3.22

16,944 14,361

継続
引き続き、関係機関との連携により、適切及び効果的な事業を展開する
こと。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2

事業の方向性 評価内容

一般財源 38 3 32 13

うち経常

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 目的達成のため適切な手段である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 市の重要課題であるため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 2.50 2.98 3.82

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 1,544 665

市の重点課題としての位置付
で実施している。自殺のない町
をめざして、引き続き住みやす
い地域づくりを行っていく。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 10,734 12,989
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

経常 救急医療対策事業
救急医療施設の運営
費等を補助

負担金補助
及び交付金

31,857 31,856

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

負担金補助

21,131 10,725 3

事
業
概
要

　○救急医療対策事業
　　・小児救急医療対策事業
 　　　病院群輪番制方式により行う休日小児科診療に対する補助　（対象：　市民病院518千円、みやわき小児科　114千円〕
　　・救急医療施設運営事業(72日）、夜間（365日）における救急医療に対する補助　（対象：　市民病院　31,223千円〕

　○地域医療対策事業
　　・地域医療対策事業
　　　 地域医療の中核を担う市立病院への繰出基準等に基づく運営費等に対する補助　（対象：　市民病院323,246千円）
　　　 その他事務経費等　（285千円）
　
　

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

地域医療の充実を図る
対
象

市民病院
市内医療機関

4 1 1 184 頁 保健衛生総務費 地域医療推進事業

計 355,408 355,388 21,131 0 9,011 325,246

314,521 3323,551 323,532 9,011経常 地域医療対策事業 市民病院への補助等
負担金補助
及び交付金
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

355,388 356,069
減額

％

55 ％ 52 ％

108.0 ％ 110.0 ％

－

104.0

課題
c

救急搬送に
おける市内
への搬送率

％
54 ％

a

理由

県　　費 21,131 21,079 21,131 21,179

市　　債
財
源

国　　費

うち経常経費 378,564 356,170 355,105 355,869

大分大学や大分県と協議・連携をすすめ、市民病院への医師確保を
図る。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

403,892 356,445

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －
医師確保については引き続き取り組む必要がある。

小児救急休
日診療日数

日
72

％ －

365 日 365 日

－ － －

－ －

b
休日時間外
診療日数

日
365 日

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

市内医療機関の受診率 ％
58.8 ％ 63.7 ％

目標 50％以上 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

日 71 日 72 日

106.9 ％ 115.9 ％ 115.1

63.3 ％

休日時間外診療日数 ｃ
救急搬送における市内
への搬送率

ｄ

数値 目標 － 目標 －

55%

活
動
指
標

指標 a 小児救急休日診療日数 ｂ

成
果
指
標

指標名 市内医療機関の受診率 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

総合計画/後期基本計画において、基本施策（1-1-2）の目標としているため
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

市内医療機関受診率が増加してい
る。

民間による医療の提供が可能である
が、充足していないため。

0.20

444 892

継続 関係機関との連携により、地域医療の充実を図ること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 373,771 326,156 325,246 324,432

うち経常 348,443 326,156 325,246 324,432

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
公立病院の経営安定と救急医療、小
児救急を提供するため必要である。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
公立病院の経営安定と救急医療、小
児救急を提供するため必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 0.30 0.20 0.10

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 8,990 9,210 9,011 10,458
二次救急医療体制整備事業に
おける病院群輪番制医療機関
の追加により補助対象外にな
るため

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 1,288 872
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

母子保健事業

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

安心して産み育てられる環境づくりをおこなう
対
象

・就学までの乳幼児
・妊婦
・不妊治療を希望する者

4 1 1 184 頁 保健衛生総務費

事
業
概
要

○幼児健診事業・・・母子保健法に基づく健診、発達相談事業を実施
　　・幼児健診・・・（対象：１歳６か月児・３歳６か月児）医師・歯科医師の診察、発育発達チェックによる疾病の早期発見、子育てへの
　　  助言と支援
　　・母子保健事業（幼児精密）・・・（対象：発達や子育て不安のある親子）心理士や保育士等が相談に応じ、各種サービスへつなぐ
    ・５歳児すこやか相談会・・・（対象：5歳児）アンケートによる問診を行い、発達に関する相談会を実施
　○周産期保健事業
　　・母子健康手帳交付・・・（対象：妊婦）妊娠から出産、育児までの健康管理手帳で、同時に妊婦・乳児一般健康診査受診票を交付
　　・すくすくひろば・・・（対象：生後４～５カ月児・６～７カ月児）ベビーマッサージや離乳食などについて学習
　　・パパママひろば・・（対象：・妊婦とその夫）妊婦体操やお産の呼吸法、栄養、口腔ケア等について学習
　　・こんにちは赤ちゃん事業・・・・（対象：生後４か月までの乳児）育児不安の軽減と産後うつの予防、早期発見のため保健師が訪問
　○妊婦乳児健診事業・・・・（対象：妊婦）母子健康手帳交付時に受診券を発行 妊婦14回分を助成（対象：３～６か月児・９～１１か月
    児）各１回
　○不妊治療費助成事業・・・・・（対象：不妊治療を受けている夫婦）一般不妊治療費（5万円/年度）と特定不妊治療費（10万円/年度）
    を助成
　○愛育会事業・・・・（対象：愛育会員が市民対象に事業実施）地域に住む親子が集える場を提供するため、豊後大野市愛育会に親
    子交流事業を委託
　○母子保健事務費・・・母子保健に関する事務及び小児慢性特定疾患・難病患者等の事業
　○保健センター運営事業・・・千歳・大野保健センターの管理運営経費

赤ちゃん訪問 356人

2,237 3経常 幼児健診事業
1歳半12回　202人
3歳半12回　231人
5歳児相談会 28人

委託料 2,798 2,237

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 諸収入 一般

経常 周産期保健事業
赤ちゃん訪問 356人
すくすく広場　乳児189
人・パパママ　51人

報償費 337 264 94

21,997 3

170 3

経常 妊婦乳児健診事業
妊婦14回　延べ3,349人
乳児2回　延べ　404人
償還払い分 延べ 11人

委託料 24,187 21,997

経常 不妊治療費助成事業
一般治療　18件
特定治療　14件

扶助費 2,955 1,954 1,954 2

175 2経常 愛育会事業
親子交流事業
8か所 338人

委託料 219 175

588 2経常 母子保健事務費
難病患者・小児慢性特定
疾患申請 委託料 943 717 129

312 1,692 2経常 保健センター運営事業 保健センター運営管理 需用費 2,047 2,004

計 33,486 29,348 223 0 312 28,813
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

総合計画／後期基本計画において、基本施策（1-2-1）の基本目標としているた
め数値

健診受診率 ｃ 不妊治療給付件数 ｄ 訪問実施数

数値 目標 24回 目標 95%

－

活
動
指
標

指標 a 教室実施回数 ｂ

成
果
指
標

指標名
安心して産み育てられ
る環境づくり

目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

安心して産み育てら
れる環境づくり

－ －

目標 20件 目標 －

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

回 24 回 24 回

－ － －

－

件
家庭状況が複雑で生活環境的にも厳しいケースが増えている。

教室実施
回数

回
24

100.0

93.8 ％ 97.0 ％

97.9 ％ 98.7 ％ 102.1 ％

％ 100.0 ％ 100.0 ％

b
健診受診
率

％
93.0 ％

うち経常経費 12,406 32,810 29,348 31,436

健診未受診の方については状況把握に努め、保護者の育児支援を
行う。また社会福祉課との連携により虐待や要保護状態の早期発
見、早期支援につなげる。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

32,200 32,861

対応（改善点等） － － －
ｄ

訪問実施
数

件
277 件 307

理由

県　　費 6,449 134 91 303

安心して子どもを産み、子ども市　　債
財
源

国　　費 100 132

160.0

課題
c

不妊治療
給付件数

件
22 件

a

29,348 31,436
前年並

％

40 件 32 件

110.0 ％ 200.0 ％

件 356

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 26,192 32,168

事業費に係る人役 6.10 7.38 8.67

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 340 2,722 312 1

安心して子どもを産み、子ども
が健やかに育つ切れ目ない支
援体制をつくるため、関係機関
と協働するとともに、母子保健
事業を充実させる必要がある。

市　　債源
内
訳

継続
啓発活動と併せて、健診受診率向上のため、効率的、効果的な事業実
施を図ること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 25,311 30,005 28,813 31,132

うち経常 12,253 30,005 28,813 31,132

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
目的達成のためには、現在のところ
有効な手段と思われる。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
将来を担っていく子どもを安心して産
み育てることが市の総合計画に位置
づけられている。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

8.82

38,456 39,337

安心して産み育てられるための支援
ができてる。

母子保健法により、自治体の責務と
なっているため。
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

経常 定期予防接種事業
乳幼児 5,144人
インフル 8,969人
高齢者肺炎球菌

委託料 103,201 68,885

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 諸収入 一般

469 68,416 3

事
業
概
要

○定期予防接種事業・・・予防接種法に基づき委託医療機関において個別接種として実施
　　 （対象：乳幼児）
　　　   BCG、三種混合、二種混合、麻疹、風疹、MR（麻疹・風疹混合）、日本脳炎、ヒブワクチン、小児用肺炎球菌ワクチン及び
　　　　 Ｈ２４年９月から不活化ポリオ、１１月から四種混合を実施。Ｈ２６年１０月から水痘ワクチンが定期接種へ移行。
　　 （対象：小・中・高校生）
　　　　 子宮頸がん予防ワクチン
 　　（対象：高齢者）
　　　　 インフルエンザ及びＨ２６年１０月から高齢者肺炎球菌ワクチンが定期接種へ移行。
　
  ○任意予防接種事業・・・委託医療機関において個別接種として実施
     （対象：幼児）
　　　　 おたふくかぜワクチン

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

社会的感染拡大防止と疾病予防
対
象

市民

4 1 2 186 頁 予防費 予防接種事業

計 109,219 73,068 0 0 469 72,599

4,183 36,018 4,183経常 任意予防接種事業
おたふくかぜ　447
人

委託料
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

73,068 83,812
前年並

25 ヶ所 25 ヶ所

－ －

－

－

課題
c

市内医療
機関

ヶ所
25 ヶ所

a

理由国　　費

うち経常経費 48,596 55,334 73,048 83,812

感染症予防のため今後も更なる接種率の向上を目指す。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

78,544 56,097

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

国は、任意接種の定期接種化（H25.4：ヒブ・小児肺炎球菌・子宮頸がんワクチ
ン、H26.10：水痘・高齢者肺炎球菌ワクチン）を進めており、今後も新たなワク
チンが定期接種への移行予定があり、接種体制づくりと予算確保が必要とな
る。

MR1期予
防接種率

％
95.0

100.0

99.0 ％ 96.7 ％

101.2 ％ 104.2 ％ 101.8 ％

％ 101.3 ％ 105.8 ％

b
MR2期接
種率

％
96.1 ％

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

予防接種率の向上
－ －

目標 － 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

％ 96.2 ％ 100.5 ％

－ － －

－

MR2期接種率 ｃ 市内医療機関 ｄ

数値 目標 95% 目標 95%

－

活
動
指
標

指標 a MR1期予防接種率 ｂ

成
果
指
標

指標名 予防接種率の向上 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

予防接種率を向上させることが、疾病予防になるため
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

接種率は徐々に向上している。

予防接種法により、行政の責任を課
せられている。

2.27

11,178 10,124

継続
啓発活動と併せて、制度に即した接種を関係機関の協力により実施し、
接種率の向上を図ること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 64,231 55,786 72,599 59,269

うち経常 48,596 55,334 72,579 83,812

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
身近な医療機関で接種できることが
接種率向上につながる手段と判断す
る。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
個人または社会的感染拡大を防止す
るために有効である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 2.80 1.74 2.52

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 410 311 469 24,543

県　　費 13,903
感染症予防のために有効な施
策として今後も接種率の向上
を目指して取り組む必要があ
る。国は、Ｈ２８年度以降、Ｂ型
肝炎やおたふくかぜ及びロタウ
ｲルスワクチンの定期接種化を
計画しており、今後の予算増も
考慮しておく必要がある。

市　　債
財
源
内
訳

事業費に係る人件費 12,023 7,584
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

健康づくり増進事業

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

一人ひとりが健康づくりを進められる環境をつくる
対
象

18歳以上の市民

4 1 2 188 頁 予防費

事
業
概
要

○健康増進事業(補助事業)
市民の健康増進を図るため、健康手帳の作成、健康教育、健康相談、健康診査、訪問指導の実施
　　(健康診査・・・被保護世帯等分、骨粗鬆症検診・肝炎ウイルス検診の補助対象分）
　
○がん検診事業
  　　・胃がん検診：40歳以上の男女対象
　　　・肺がん検診：胸部レントゲン検査（二重読影）、40歳以上の男女対象
　　　・大腸がん検診：便潜血反応2日分検査、40歳以上の男女対象
　　　・子宮がん検診：20歳以上の女性対象
　　　・乳がん検診：20歳以上の女性対象

○女性特有のがん検診事業
働く世代の女性支援のため、子宮がん・乳がん検診の無料クーポン券を送付し、検診の重要性の認識と受診の動機づけの醸成を図る。
　　　・子宮がん　　20歳の方に送付　　　　　　・乳がん　　40歳の方に送付
　
○健康増進事業(その他事業；健康増進の補助事業対象外）
　　　・生活習慣病の若年化のため、40歳未満の方を対象に基本健診を実施
　　　・骨粗鬆症検診・肝炎ウイルス検診の実施（補助対象外）

胃 1,988　　肺 5,111

1,296 2,537 3経常
健康増進事業（補助事
業）

被保護世帯健診　２７
人　健康手帳　５０４人
肝炎検査　１１０人

委託料 4,994 3,833

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

経常 がん検診等事業
胃 1,988　　肺 5,111
大腸 3,499　乳2,385
子宮　2,595

委託料 48,966 45,220

239 439 3

45,220 3

経常
女性特有のがん検診事
業

子宮がん　１２人
乳がん　　５３人

委託料 2,100 678

経常
健康増進事業（その他
事業）

基本健診（４０歳未
満対象）　　１５４人

委託料 4,465 1,717 1,717 3

計 60,525 51,448 1,535 0 0 49,913
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

がん対策基本法に基づき国が策定したがん対策推進基本計画の方向性とし
て、がんの早期発見のため、がん検診の受診率５０％達成を目標としている。数値

広報(市報） ｃ 電話による勧奨 ｄ

数値 目標 年１回 目標 年1回

50%

活
動
指
標

指標 a アンケート実施 ｂ

成
果
指
標

指標名 がん検診受診率 目
標
年
度

H27

指標の設定理由

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

がん検診受診率 ％
23.2 ％ 22.7 ％

目標 － 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

回 1 回 1 回

46.4 ％ 45.4 ％ 45.8

22.9 ％

受診率が伸び悩んでいる

アンケート
実施

回
1

％ 100.0

1 回 1 回

100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

％ 100.0 ％ 100.0 ％

b
広報(市
報）

回
1 回

うち経常経費 53,537 52,901 51,067 57,440

女性支援のためレディース検診や子宮・乳がん検診無料クーポン券の送付。
健診未受診者への受診勧奨を引き続き行う。働く世代支援のため、労働衛生
管理センターがん検診受診者への助成や協会けんぽとの連携を推進する。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

53,537 52,901

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

理由

県　　費 1,397 1,399 1,296 1,260

市　　債
財
源

国　　費 1,884 1,384 239 173

－

課題
c

電話によ
る勧奨

件
250 件

a

51,448 57,440
前年並

379 件 1,128 件

－ －

－

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

事業費に係る人件費 18,034 17,522

事業費に係る人役 4.20 4.02 5.58

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 35 2,534
がん死亡は、全死亡の中でも
依然トップの死因であることか
ら、引き続き対策を講じる必要
がある。

市　　債源
内
訳

継続
引き続き、受診率の向上を図り、適切な事業実施により健康づくりに努め
ること。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 1

事業の方向性 評価内容

一般財源 50,221 50,118 49,913 53,473

うち経常 50,221 50,118 49,532 53,473

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
目標達成のための手段について、検
討する必要がある。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
豊後大野市の死因の第1位であるた
め、がんの死亡率を減少させることが
必要

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

4.23

24,750 18,866

受診率が目標に達していないため

国のがん対策基本法の中で市の責
務が位置づけられている。
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平成26年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

経常 一般管理費 端末保守 委託料 119 109

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

3

事
業
概
要

　○一般管理費
　　　Ｈ２０年４月１日から後期高齢者医療制度の運営が開始され、運営主体である大分県後期高齢者医療広域連合と分担して行った

　○徴収費
　　　納付書印刷と徴収業務を行い、収納率向上に努めた

　○負担金
　　　後期高齢者医療保険料及び後期高齢者医療基盤安定負担金を大分県後期高齢者広域連合負担金として納付した

　○還付金
　　　還付金等

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

大分県後期高齢者医療広域連合の窓口業務
対
象

後期高齢者医療保険被保
険者

－ － － 392 頁 － 後期高齢者医療特別会計事業

計 592,400 554,528 0 0 0 0

3

経常 予備費 1,117 0

経常 還付金 還付金
償還金利子
および割引料

3,100 575

経常 負担金 負担金
負担金補助
及び交付金

585,823 552,233 3

32,241 1,611経常 徴収費 通信費 役務費
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

554,528 562,867
前年並

－ －

－ －

－

－

課題
c

－

a

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費

うち経常経費 567,259 566,858 554,528 562,867

国会の審議状況などを注視。

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

567,259 566,858

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －
保険料の軽減特例措置の段階的廃止が検討されている。

受付
－

－

3.5 億円 3.4 億円

－ － －

－ －

b 徴収 億円
3.5 億円

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

適切な取扱事務
－ －

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

－ －

－ － －

－

徴収 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 県平均以上

－

活
動
指
標

指標 a 受付 ｂ

成
果
指
標

指標名 適切な取扱事務 目
標
年
度

指標の設定理由

大分県後期高齢者広域連合の窓口業務として
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

大分県後期高齢者広域連合の窓口
業務として。

後期高齢者医療保険制度による広域
連合との役割による。

－

－ －

継続
引き続き、医療費抑制に努め、保険料徴収率向上を図り、適正な運営を
行うこと。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3

事業の方向性 評価内容

一般財源 567,259 566,858 554,528 562,867

うち経常 567,259 566,858 554,528 562,867

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
大分県後期高齢者広域連合の窓口
業務として。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 後期高齢者医療制度による。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 － － －

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他
被保険者は減少しているが、1
人当たり医療費は増加してい
ることから前年度並み又は微
増と見込まれる。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 － －
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１．概要

2,267 33,404 2,267

経常 医療費適正化特別対策事
業

レセプト点検 委託料 6,551 5,869

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

経常 徴税費 未納者への通知 役務費

4,018 1,851 3

事
業
概
要

　○医療費適正化特別対策事業・・・国保連合会への委託によるレセプト点検を実施した
　○徴収事業…収納推進室において実施した
　○一般被保険者療養給付費・・・医療機関等において受診した際の療養の給付（現物給付）を行った
　○退職被保険者等療養給付費・・・医療機関において受診した際の療養の給付費（現物給付）を行った
　○一般被保険者療養費・・・医療機関等において受診した際に支払った費用に対し、療養費（現金給付）の給付を行った
　○退職者被保険者等療養費・・・医療機関等において受診した際に支払った費用に対し、療養費（現金給付）の給付を行った
　○一般被保険者高額療養費・・・同じ月内の療養費の自己負担額限度額を超えた場合、限度額を超えた額を支給した
　○退職者被保険者等高額療養費・・・同じ月内の医療費の自己負担額が限度額を超えた場合、限度額を超えた額を支給した
　○出産育児一時金・・・出産につき一時金を給付した
　○葬祭費・・・被保険者が死亡した場合、喪主に対し１件２万円を給付した
　○後期高齢者支援金を支出した
　○前期高齢者納付金支出した
　○老人保健医療拠出金支出した
　○介護納付金支出した
　○高額医療費共同事業拠出金支出した
　○保険財政共同安定化事業拠出金支出した
　○特定健診等事業を実施した
　○疾病予防を実施した
　○総合保健施設運営事業を実施した　　　　　　　○直営診療施設繰出金を行った　　　　　　　○その他

課　名 市民生活課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

市民の医療を保障し、市民の福祉を増進すること
対
象

国民健康保険の加入者

－ － － 348 頁 － 国民健康保険特別会計事業

経常 介護納付金 納付金 負担金補助
及び交付金

232,854 232,598 113,861 118,737 3

経常 高額医療費共同事業拠出
金

拠出金 負担金補助
及び交付金

94,609 88,807 44,404 44,403 3

経常 前期高齢者納付金 納付金 負担金補助
及び交付金

408 407 118 289 3

経常 老人保健医療費拠出金 拠出金 負担金補助
及び交付金

55 26 4 22 3

経常 葬祭費 療養の給付 負担金補助
及び交付金

1,999 1,080 1,080 3

経常 後期高齢者支援金 支援金 負担金補助
及び交付金

531,014 531,008 244,915 46,525 239,568 3

計 5,407,998 5,286,567 1,448,498 0 2,524,584 1,313,485

41 471 125,555 3経常 その他 基金積立金他 積立金 137,890 126,067

0 3経常 公営企業会計補助金 補助金 負担金補助
及び交付金

18,602 17,834 17,834

412 46 3経常 総合保健施設運営費 センターの運営 委託料 2,172 458

443 3経常 疾病予防費 健康診査等 委託料 7,266 3,721 3,278

14,232 23,651 3経常 特定健康診査等事業 特定健診 報酬 45,873 37,883

458,612 3経常 保険財政共同安定化事業
拠出金

拠出金 負担金補助
及び交付金

528,537 458,612

14,871 3経常 出産育児一時金 療養の給付 負担金補助
及び交付金

15,128 14,871

7,004 3経常 退職者等高額療養費 療養の給付 負担金補助
及び交付金

37,298 33,027 26,023

経常 一般被保険者高額療養費 療養の給付 負担金補助
及び交付金

442,448 440,851 126,906 201,852 112,093 3

495 3経常 退職者被保険者等療養費 療養の給付 負担金補助
及び交付金

2,000 1,757 1,262

3

5,204 9,997 2,876 3経常 一般被保険者療養費 療養の給付 負担金補助
及び交付金

20,000 18,077

経常 退職者被保険者等療養給
付費

療養の給付 負担金補助
及び交付金

237,734 237,734 169,278 68,456

経常 一般被保険者療養給付費 療養の給付 負担金補助
及び交付金

3,042,156 3,033,613 873,271 2,069,176 91,166 3

2,267 33,404 2,267経常 徴税費 未納者への通知 役務費
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２４～Ｈ２６（決算額）、Ｈ２７（予算現額） ６．Ｈ２８年度予算の方向性

5,286,567 5,910,285
前年並

－ －

－ －

－

－

課題
c

－

a

理由

県　　費 246,891 224,142 246,326

国　　費 1,116,981 1,162,786 1,448,498 1,126,494

うち経常経費 5,260,099 5,243,912 5,286,567 5,910,285

 課題①　節目検診を無料で実施（委託医療機関の増）、
　　　　　　未受診者への勧奨
 課題②　関係課との連携
 課題③　必要な財源の確保を含む歳入、歳出の見直し

決 算 額 （千円）
Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ 方向性

5,260,099 5,243,912

対応（改善点等） － － －
ｄ

－ －

 課題①　特定健診受診率の向上
 課題②　保険税の収納率の向上
 課題③　安定的な財政運営

特定健診
受診者

人
3,798

％ －

－ －

－ － －

－ －

b
－

単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

特定健診受診率 ％
46.9 ％ 47.2 ％

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 活動指標名

人 3,633 人 3,860 人

72.2 ％ 72.6 ％ 75.4

49.0 ％

ｃ ｄ

数値 目標 － 目標

65%

活
動
指
標

指標 a 特定健診受診者 ｂ

成
果
指
標

指標名 特定健診受診率 目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

総合計画/後期基本計画（1-1-1）の目標にしているため
数値

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

特定健診の受診率の減少。

市が保険者。

－

－ －

継続
引き続き、未収金の回収を図り、医療費適正化及び健全な財政運営を行
うこと。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2

事業の方向性 評価内容

一般財源 1,674,171 1,257,044 1,313,485 1,296,154

うち経常 1,674,171 1,257,044 1,313,485 1,296,154

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 病気の早期発見が求められている。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 市民の健康保持。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3

事業費に係る人役 － － －

着眼点 分析 分析根拠

そ の 他 2,222,056 2,599,940 2,524,584 3,241,311

県　　費 246,891 224,142 246,326

被保険者は減少しているが、1
人当たりの医療費の増加等か
ら給付費は微増が予想される

市　　債
財
源
内
訳

事業費に係る人件費 － －
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